
神戸大学・経営学研究科・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１４５０１

基盤研究(C)（一般）

2020～2017

公益企業における組織とガバナンス構造に関する計量分析

Quantitative Analysis of Organization and Governance Structure of Public Utility
 Firms

６０２６３３６５研究者番号：

水谷　文俊（Mizutani, Fumitoshi）

研究期間：

１７Ｋ０３６８５

年 月 日現在  ３   ５ ２８

円     3,100,000

研究成果の概要（和文）：本研究の主要結果は、（i）ガバナンス要因の中で、国内企業や個人株主による所有
権が増加すると、公益企業会社の非効率性は低下するが、規制や競争などの産業レベルの要因は逆に非効率性を
高める。 (ii) 列車密度という組織規模によって、垂直構造というガバナンスの形態が費用に影響を与え、列車
密度が小さい（大きい）場合、垂直分離（統合）が最適で、中程度の列車密度では、中間的な組織が最適であ
る。（iii）鉄道企業の垂直統合において、非公式なコミュニケーションが全体の調整に重要であり、これを強
化するメカニズムは主にタスクグループや個人のレベルに対して、公式なコミュニケーションでは、主に組織レ
ベルで観察される。

研究成果の概要（英文）：The main results are as follows. (i) Governance factors such as ownership by
 domestic companies and individual shareholders clearly reduce inefficiency, but industry-level 
factors such as regulation and competition increase inefficiency. (ii) In the rail industry, the 
cost advantageous vertical structure can be explained by the degree of train density. At smaller 
(larger) train density, vertical separation (integration) is best. At medium train density, an 
intermediate organization is best. (iii) In the vertical integrated rail companies, Informal 
communication is significant for overall coordination, and mechanisms enhancing informal 
communication are observed mainly at individual levels. In contrast, mechanisms enhancing formal 
communication are observed mainly at the organizational level.

研究分野：応用経済学，交通経済学，公益事業論　
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　従来の公益事業を改善するための方法として、競争原理の導入、民営化、規制改革などが考えられてきた。こ
れに対し、民間企業で広く議論されているコーポレート・ガバナンスの様々な方法を適用した場合にはどうなる
のかという、いわゆるガバナンスの問題はあまり研究されてこなかった。ここでの研究成果は、学術面において
新たな新規性を提示しているという貢献がある。さらに、実際面においても、従来の改善方法は産業自体を改革
するという点で社会的費用が高くなるのに対して、ガバナンス改革では比較的低コストでしかも企業の状況に応
じて改革が可能になるため、社会的意義も大きいことが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 本研究の着想に至った経緯は、公益事業の効率性、組織運営などに対して民間企業で広く議論
されているコーポレート・ガバナンスが大きな役割を果たす可能性があるためである。 
 公益事業の効率性を改善するための方法として、従来までは競争原理の導入、規制改革や民営
化などが考えられてきた。しかし、これらの方法には多大な実施コストがかかることが多く、ま
た同一産業における全ての企業に対して同じ措置を取ることになるため、企業ごとの経営状況
に応じた対処は困難であった。これに対し、民間企業で広く議論されているコーポレート・ガバ
ナンスの様々な方法は比較的低コストで企業の状況に応じて調整されるため、公益事業の効率
性の新しい柱となることが期待されている。それにもかかわらず、公益事業分野におけるガバナ
ンスの問題はあまり研究されていない。 
本研究では、ガバナンスの様々な要因が公益事業分野の企業の効率性や組織運営に対して与え
る影響を実証的に分析することが重要と考えた。 
こういった研究を実施するのに研究代表者や研究分担者は適切であると考えられる。まず、研
究代表者のこれまでの研究では、公益・民間の両分野を対象に研究してきたため、組織内の調整
や協力、モニタリング、権限関係などに関する知識は十分に有している。その中で特に、中心研
究課題として、公益事業の規制や民営化、アンバンドリング政策の計量分析を行ってきた。最近
の研究では、鉄道事業を対象にしたアンバンドリング政策について取引費用でもってうまく説
明できることを示した一連の研究は、Journal of Regulatory Economics、Research in Transportation 
Economics、Journal of Transport Economics and Policy などの国際雑誌に掲載されると共に、
OECD/ITF などの Roundtable においての政策形成の議論に参加するなど、 ヨーロッパの研究者
や実務者に大きな影響を与えてきた。したがって、これらの知見を公益事業の産業や組織内のガ
バナンス機能について分析に応用することができると考えた。 
さらに、研究分担者のこれまでの研究は、エージェンシー理論に基づいて導出したガバナンス
要因が企業の非効率性や投資の意思決定に与える影響などの実証分析を行なってきた。本研究
では、特に公益事業の効率性に注目するため、取引費用理論を基礎にしている。これは、所有形
態やモニタリング形態が民間企業と異なる公益事業では、民間企業を想定したエージェンシー
理論よりも一般性の高い取引費用理論の方が当てはまりが良いと考えたためである。 
 このように、研究代表者及び研究分担者が行ってきたこれまでの研究やそれらから得られた
知見から、本研究課題の必要性が明らかになり、当初の研究の開始に至った。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究は、公益事業の組織とガバナンスの関係について実証的に分析することである。具体的
には三つの目的がある。第一は公益事業の効率性に寄与するガバナンス要因を探ること、第二は
公益事業の組織規模をガバナンスの視点から分析すること、第三は公益事業の組織内部のガバ
ナンスを階層性によるコントロールの視点から分析することである。 
さらに、本研究を遂行することによって得られた研究成果には次の貢献が想定される。第一に、
公益事業の効率性の問題において、競争原理の導入や民営化など従来の議論に加え、ガバナンス
の議論を加えることで新たな研究成果を追加することができる。第二に、電力・ガス・鉄道・海
運・空運・情報通信など様々な公益事業分野に議論を一般化し、将来的に産業ごとの違いを考慮
した分析することが可能となり、実際の政策形成にも貢献できる。 
 
 
３．研究の方法 
 本研究は、前述の目的を達成するため、４カ年で研究計画を設定し、以下の９つのステップで
行なった。①先行研究の収集と整理、②モデル構築、③予備分析、④予備分析結果の解釈と妥当
性及び改善案の検討、⑤データの補完と追加的資料の収集、⑥本分析、⑦結果の解釈と検討、⑧
論文執筆、⑨海外査読付き雑誌への投稿、の順である。 
 研究遂行の役割分担に関しては、以下のような体制で行なった。まず研究代表者である水谷は、
公益事業に関する全体の知見やこれまでの研究実績から、研究全体の総括とモデル構築の役割
を担った。一方、研究分担者である中村は、これまでの研究実績を踏まえ、ガバナンスの文献調
査、データ収集及びモデル推定の役割を担った。そして、分析の結果をもとに二人で議論を行い、
研究論文の作成へと繋げた。 
 実証分析で使用したデータは、収集単位は基本的に企業ベースとし、企業の有価証券報告書を
もとに収集した。また、分析において国単位でのデータが必要な場合、あるいは企業ベースのデ
ータが入手不可能な場合には、OECD や世界銀行などが提供する統計データを用いて分析を行
なった。この他、分析結果の整理の際に必要となる補完的データは、必要に応じて調査を行い収
集、および各種の政府データや企業データベースを利用した。また、体系的なデータが揃わない
場合にはケースと取り上げた少数の企業データの分析、理論モデルを構築して分析を行うなど
した。 
本研究を遂行する上での研究補完体制や具体的な工夫として、神戸大学大学院経営学研究科
や公益事業学会などで行われる研究会で意見交換を行い、この分野における研究者から知見を
得た。さらに、海外の国際学会やワークショップで研究成果を発表し、当該分野の研究者から知



見を得た。特に、University of Leedsの Chris Nash教授や Andrew Smith教授、DIW Berlinの Heike 
Link博士、Swedish National Road and Transport Research Instituteの Jan-Eric Nilsson教授等からは
有益な意見を得ることができた。 
 
 
４．研究成果 
今回の研究成果を、（１） 効率性に寄与するガバナンス要因に関する分析結果、（２） 組織規
模とガバナンスに関する分析結果、（３） 組織内部のガバナンスを階層性によるコントロールの
視点からの分析結果、そして、（４） その他ガバナンスに関連する分析結果、に分けて説明を行
う。 
 
（１） 効率性に寄与するガバナンス要因に関する分析結果 
この目的に関連する内容については、大きく２つの分析結果を取りまとめる。まず第一は、公
益企業の技術的非効率性にガバナンス要因がどのように影響するかである。従来行われてきた
公益事業の非効率性分析は、主に競争政策や規制などの産業レベルの分析に焦点を当ててきた。
しかし、ここでの分析では、ガバナンスの担い手としての様々な株主が公益事業の技術的非効率
性に及ぼす影響を企業レベルのデータを用いて分析している。1989〜2015 年に渡って、７つの
公益事業に属する日本企業 369 社のパネルデータを用いて、確率的フロンティア生産関数を推
定した。主な分析結果は以下の通りである。 
① いくつかのガバナンス要因は明らかに効率性を低下させる。国内企業や個人株主による
所有権が増加すると、公益企業会社の技術的非効率性は低下する。 

② 外国人株主や金融機関が効率性に与える影響については判断できない。 
③ 規制や競争などの産業レベルの要因は逆に非効率性を高めることが示されている。 
このことは、従来の産業レベルでの関与が公益事業においてはもはや有効でないことを示し
ており、効率性分析においては、公益事業の経営改善にもっと注意を払わなければならないこと
を示している。 
第二は、政府がいかに産業の統治や規制政策を行うか、というより広い意味でのガバナンスに
ついての分析である。この課題については、電力産業における構造改革が GDP成長率にどのよ
うな影響を与えるのかというものである。GDP 成長率に効果的な構造改革を見出すということ
でも意味がある。この研究では、OECD 34 カ国の 1991〜2013 年までの 782 のパネルデータを用
いて、バロー型の GDP 成長率回帰モデルを用いて分析を行なった。構造改革の変数は、(i)第三
者アクセス、(ii)卸売市場ダミー、(iii)供給者の選択、(iv)私的所有権、(v)発電と他の分離、(vi)送
電と他の分離、(vii)配電と他の分離、(viii)全体的な垂直分離、の８つである。得られた主な分析
結果は以下の通りである。 
① 第三者アクセスは GDP 成長率に正の影響を与える。 
② 卸売市場と全体的な垂直分離は小さな負の影響を与える可能性がある。 
③ その他の変数は有意な影響を及ぼさない。 

 
以上が、効率性に寄与するガバナンス要因に関する主な分析結果である。 

 
（２）組織規模とガバナンスに関する分析結果 
この目的に関連する内容について、２つの分析結果を取りまとめる。まず第一は、さまざまな
タイプの垂直構造が鉄道組織のコストにどのように影響するかを数学モデルによって検討した。
検討する垂直構造として、垂直分離、中間組織、垂直統合の３つのタイプを考えた。一連の分析
の結果、以下のような主要な知見が得られた。 
① 列車密度という組織規模によって、垂直構造というガバナンスの形態が費用に影響を与
えるということが示された。すなわち、費用的に有利な垂直構造は、列車密度の程度で説
明できるというものである。列車密度が小さい（大きい）場合、垂直分離（統合）が最適
である。中程度の列車密度では、中間的な組織が最適である。 

② 有利な垂直構造を区別する境界線は、いくつかの要因によって変化する。ミスアライメン
トや取引費用の影響が大きくなると、組織構造の境界は、列車密度が小さい方向（つまり
垂直分離側）に移動する。これは、垂直統合の範囲が大きくなることを意味する。一方、
特化型費用削減効果が大きくなると、組織構造の境界が列車密度の大きい方向（つまり垂
直統合側）に移動するため、垂直分離の範囲が大きくなると考えられる。 

③ 境界に対する競争効果は具体的な一意的な結果を示さない。つまり、垂直分離や垂直統合
の費用の優位性の範囲は、競争の度合いなど様々な要因によって変化するということで
ある。 

第二は、組織規模ではないが、鉄道分担率へ広義のガバナンス改革である構造改革や規制改革
が与える影響に関しても分析を行った。データ入手の関係上、国単位の 1995〜2013 年までの 19
年間にわたる OECD29 カ国のデータをもとに、同時推定モデルを構築し、分析を行なった。主
な結果は以下の通りである。 
① 旅客鉄道シェアの方程式において、貨物鉄道シェアとガソリン価格は正の効果を持つが、
旅客鉄道運賃と垂直統合は負の効果を持つ。 



② 貨物鉄道のシェア方程式では、旅客鉄道のシェアと公有権は正の効果を持つが、ディーゼ
ル価格は負の効果を持つ。 
③ 鉄道ネットワーク密度や鉄道/道路網比率などのネットワーク条件要因は、旅客鉄道や貨
物鉄道のシェア方程式に明確な影響を及ぼさない。 
④ 構造改革・規制の式では、旅客鉄道のシェアは負の効果を、貨物鉄道のシェアは正の効果
を示している。政府債務と失業率は影響しないが、リベラル政府ダミーは構造改革・規制
に正の影響を与える。 
第三は、水道事業を対象に、組織規模やガバナンスに関係する方策として分業を取り上げ、分
業の効果を検討した。日本の水道産業では、費用削減のために組織改革が重要であるが、組織内
単位での分業が総費用に与える効果は、これまで実証的に検証されていない。また水道事業にお
いては規模の違いが非常に大きく、規模の経済が働くように事業者の集約かも進められている。
ここでは、こういった背景のもと、2010 年に日本の水道事業者 79 社を対象に実施した調査結果
をデータとして入手し、分業の効果を検証した。この問題を検討するために、費用と分業を同時
決定要因とみなし、内生的な回帰変数を持つ費用確率的フロンティアモデルをクロスセクショ
ンの設定で考察した。実証分析の結果、次のような結果が得られた。 
① 分業のレベルが高くなると総コストが上昇する。 
② 内生性を無視すると、総コストに対する分業の影響が過小評価される。 
③ 分業の変数をモデルに含めることで、相対的に効率的な組織では非効率性に関する推定の
偏りが緩和されるが、相対的に非効率的な組織では内生性を考慮して偏りを抑制する必要
がある。 
これらの結果から、日本の水道組織では、費用の観点からは、事業者の内部部門の統合の方が
専門化よりも優れていることがわかった。 
 
以上が、組織規模とガバナンスに関する主な分析結果である。 

 
（３）組織内部のガバナンスを階層性によるコントロールの視点からの分析結果 
この目的に関連する内容について、３つ研究結果を取りまとめる。まず第一は、ビジネスユニ
ット間の取引費用に与える影響や組織内のコミュニケーションに関するものである。この研究
では、持株会社制を採用している日本の鉄道会社５社を対象に、経営者の一時的な異動がアンバ
ンドリングされたビジネスユニット間の取引コストに与える影響と、異動を開始する際に考慮
すべき重要な要因について検討した。主な結果は以下の通りである。 
① コンフリクトが発生する前に、異動する管理職が非公式なコミュニケーションを行い、関
連するビジネスユニットを調整することで、コンフリクトはほとんど発生せず、したがっ
て取引費用も低いことが示唆された。 
② しかし、人材育成プログラムや組織構造など他の経営特性が、経営者の異動に代わる場合
もあり得る。 

 第二は、鉄道の上下分離において調整メカニズムに関するものである。この研究では、鉄道シ
ステムにおいて、なぜ垂直統合がインフラ管理部門と列車運行部門の調整を促進するのかを検
討した。日本の鉄道会社３社を分析した結果、以下のような分析結果が得られた。 
① 非公式なコミュニケーションが全体の調整に重要であり、非公式なコミュニケーションを
強化するメカニズムは主にタスクグループや個人のレベルで観察されることがわかった。 
② 一方、公式なコミュニケーションを強化するメカニズムは、主に組織レベルで観察される。 
③ これらのメカニズムは、垂直分離型で観察される調整問題を軽減するが、その採用には垂
直統合型への移行が必要であり、緊密な調整が必要な高密度エリアではオプションとなり
得る。 
第三は、コントロールという視点からのガバナンス構造が費用に与える影響についてである。
鉄道セクターにおける組織ガバナンスの総費用への影響を分析した。ここでいう組織的ガバナ
ンスとは、コーポレート・ガバナンスだけでなく、総コストに影響を与える組織設計や戦略も含
む。日本の大規模私鉄会社のデータを用いてトランスログ・コスト関数を用いて分析を行った主
な結果は以下の通りである。 
① 経営者の所有権と多角化が総コストを削減する一方で、大株主の所有権、持ち株会社の構
造、大規模スタッフの機能が総コストを増加させることがわかった。 
② 鉄道セクターに関する先行研究の多くは、公的所有権を重要な要因とみなしているが、
我々の結果では有意ではないことがわかった。 

 
以上が組織内部のガバナンスをコントロールの視点から分析した主な結果である。 
 
（４）その他ガバナンスに関連する分析結果 
直接ガバナンスに関するものではないが、関連研究として２つの研究成果を取り挙げる。まず、
第一は、Public Interest理論と Private Interest理論がそれぞれどの程度、実際の規制プロセスを説
明しているのかを、実証的な手法を用いて分析したものである。主な分析結果は以下の通りであ
る。①平均（全産業ベース）では、Public Interest理論の説明力は 46-78%程度であり、一方、Private 
Interest 理論の説明力は 22-54%程度である。②Public Interest 理論の説明力は非公益産業で高く、



Private Interest 理論の説明力は公益産業で高い。このことは、公益事業以外の産業に対する規制
は、従来の新古典派厚生経済学で想定されているように、社会福祉を主眼に置いて構築されてい
るが、公益事業に対する規制は、自己利益で想定されているように、民間団体に主眼を置いて構
築されている傾向があることを示唆している。 
第二は、日本の私立大学の学費に関するものである。大学は公益事業ではないが、公共の利益
を求めるという点では類似している。そして、私立大学の学費は、経営の中で決定された一つの
結果であり、広い意味でのガバナンスに関係するものである。この観点のもとで、私立大学の学
費の決定は、色々な要因が関係するが、どのような要因が影響するのかを明らかにした。具体的
には、学費決定要因式など３つの式から構成されるモデル式を同時推定することにより、どのよ
うな要因が重要であるか分析した｡その結果、学費に影響を及ぼす重要な要因は、①学生数(大学
の規模)、②偏差値(教育の質)、③都市と競争要因、④政府の補助金、の４つであることがわか
った｡また、大学の規模が大きくなり、補助金が増えると学費水準が低くなる傾向があることも
わかった。 
 
以上がその他ガバナンスに関連する分析の主な結果である。 
 
主な研究成果に関しては、国内外の学術誌に掲載済みあるいは投稿中のものである。特に査読
付きの国外の学術誌に多くの研究成果として掲載されたものであるので、その成果は、当該研究
分野において新規性があり、学術的インパクトがあるものと判断している。また、このような研
究成果について国外の研究者と意見交換をすることにより、新たな研究課題が見つかり共同研
究へと進展しつつある。特に、公益事業という社会基盤を形成する産業の投資やイノベーション
創出などが挙げられる。今後は、このような課題について取り組んで行きたいと考える。 
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